
１　 事業計画書

（１）共済目的の種類別の概数、引受実績及び計画

　　ア　農業共済事業

59,898 人 58,700 人

全相殺 4,114 ａ 4,120 ａ 0.1
％

半相殺 249,872 ａ 249,880 ａ 8.1
％

地域インデックス 857,992 ａ 858,000 ａ 27.7
％

品　質 200 ａ 300 ａ 0.01
％

3,100,000 ａ 1,112,178 ａ 1,112,300 ａ 35.9
％

― ― ａ ― ａ ―
％

全相殺 1,261 ａ 1,270 ａ 0.2
％

半相殺 13,759 ａ 13,780 ａ 2.1
％

地域インデックス 139,969 ａ 140,570 ａ 21.5
％

災害収入 94,825 ａ 94,200 ａ 14.4
％

652,800 ａ 249,814 ａ 249,820 ａ 38.3
％

3,752,800 ａ 1,361,992 ａ 1,362,120 ａ 36.3
％

4,400 頭 4,012 頭 3,690 頭 83.9 ％

2,200 頭 835 頭 830 頭 37.7 ％

― 頭 ― 頭 ― 頭 ― ％

― 頭 ― 頭 ― 頭 ― ％

5,770 頭 558 頭 550 頭 9.5 ％

67,600 頭 4,851 頭 4,850 頭 7.2 ％

96,500 頭 25,514 頭 24,880 頭 25.8 ％

5,810 頭 4,755 頭 4,350 頭 74.9 ％

17,320 頭 1,935 頭 1,880 頭 10.9 ％

― 頭 ― 頭 ― 頭 ― ％

5,770 頭 65 頭 60 頭 1.0 ％

28,900 頭 6,755 頭 6,290 頭 21.8 ％

125,400 頭 32,269 頭 31,170 頭 24.9 ％

ａ 3,466 ａ 3,470 ａ 10.8 ％

ａ 877 ａ 880 ａ 6.8 ％

45,100 ａ 4,343 ａ 4,350 ａ 9.6 ％

農
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済

水稲

麦 652,800

育 成 乳 牛

育成・肥育牛

備　　考
共済目的 （A) （B) （B)/(A)  

項　　目 区域内の概数
前年度引受実績

本年度引受計画 本年度引受率
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計

陸　稲

計
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15,120 頭 13,143 頭 85.6 ％
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12,940

家
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共
済
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果
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32,100

13,000

ａ

ａ

頭

頭
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計
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亡
　
廃
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繁殖用雌馬

育成・肥育馬

種　豚

肉　豚

計



66,700 ａ 14,537 ａ 14,540 ａ 21.8 ％

ａ 798 ａ 800 ａ 1.5 ％

60,700 ａ 1,484 ａ 1,490 ａ 2.5 ％

182,100 ａ 16,819 ａ 16,830 ａ 9.2 ％

春蚕繭 17.25 箱 7.88 箱 6.00 箱 34.8 ％

初秋蚕繭 9.75 箱 1.50 箱 1.50 箱 15.4 ％

晩秋蚕繭 13.50 箱 6.00 箱 4.50 箱 33.3 ％

40.50 箱 15.38 箱 12.00 箱 29.6 ％

ガラ Ⅰ類 ― 棟 ― 棟 0.0 ％

ス室 Ⅱ類 195 棟 176 棟 52.5 ％

335 棟 195 棟 176 棟 52.5 ％

園 Ⅰ類 ― 棟 ― 棟 0.0 ％

芸 Ⅱ類 6,754 棟 6,410 棟 71.7 ％

施 Ⅲ類 113 棟 115 棟 4.9 ％

設 Ⅳ類甲 棟 722 棟 708 棟 30.0 ％

共 Ⅳ類乙 336 棟 328 棟 13.9 ％

済 Ⅴ類 300 棟 96 棟 98 棟 32.7 ％

Ⅵ類 210 棟 194 棟 200 棟 95.2 ％

Ⅶ類 442 棟 400 棟 395 棟 89.4 ％

12,255 棟 8,615 棟 8,254 棟 67.4 ％

12,590 棟 8,810 棟 8,430 棟 67.0 ％

総　合 10,431 棟 10,540 棟 6.5 ％

火　災 89,781 棟 90,130 棟 56.0 ％

161,080 棟 100,212 棟 100,670 棟 62.5 ％

損　害
台

12,962
台

13,080
台

25.4 ％

更　新 6 4 0.0 ％

51,550 12,968 13,084 25.4 ％

― 7
口

8
口

― ％

　　イ　農業経営収入保険受託事業

（B)/(A)
％

7,680 1,863 1,934 25.2

320 212 237 74.1

8,000 2,075 2,171 27.1

収
入
保
険

経営体 経営体

計

経営体

個　人

法　人
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2,357

建物 161,080

計

農機具 51,550

計

計

畑
作
物
共
済

大豆

農作物計

備　　考
共済目的 （A) （B) （B)/(A) 

項　　目 区域内の概数
前年度引受実績

本年度引受計画 本年度引受率
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意
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済
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計
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本年度引受計画 本年度引受率

棟

棟

棟

スイートコーン

茶

蚕繭計

54,700



（２）農業共済事業の規模

　 ア　農作物、家畜、果樹、畑作物、園芸施設共済事業の規模

項　　目 手　　持

共済目的 総　　額 国庫負担金 農家負担金 共済掛金

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

全相殺 4,120 a 4,114 a 28,620 68 34 34 0 34 68

半相殺 249,880 a 249,872 a 1,533,960 971 485 486 14 471 957

地域インデックス 858,000 a 857,992 a 6,669,830 9,432 4,715 4,717 4,052 663 5,380

品　質 300 a 200 a 2,200 17 8 9 0 8 17

1,112,300 a 1,112,178 a 8,234,610 10,488 5,242 5,246 4,066 1,176 6,422

― ― ― ― ― ― ― ― ―

全相殺 1,270 a 1,261 a 5,060 99 49 50 0 49 99

半相殺 13,780 a 13,759 a 29,500 380 180 200 1 179 379

地域インデックス 140,570 a 139,969 a 399,880 8,325 4,162 4,163 5,193 △ 1,031 3,132

災害収入 94,200 a 94,825 a 281,340 6,140 3,069 3,071 1,908 1,161 4,232

249,820 a 249,814 a 715,780 14,944 7,460 7,484 7,102 358 7,842

1,362,120 a 1,361,992 a 8,950,390 25,432 12,702 12,730 11,168 1,534 14,264

搾 乳 牛 3,690頭 4,012頭 445,652 36,871 18,435 18,436 5 18,430 36,866

繁殖用雌牛 830頭 835頭 261,769 1,675 838 837 3 835 1,672

育成乳牛 2,020頭 2,115頭 199,255 2,740 1,370 1,370 2 1,368 2,738

育成・肥育牛 12,940頭 13,143頭 6,396,993 11,873 5,937 5,936 61 5,876 11,812

繁殖用雌馬 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

育成・肥育馬 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

種  豚 550頭 558頭 38,458 428 171 257 0 171 428

肉   豚 4,850頭 4,851頭 63,750 2,198 879 1,319 0 879 2,198

計 24,880頭 25,514頭 7,405,877 55,785 27,630 28,155 71 27,559 55,714

乳用牛 4,350頭 4,755頭 84,338 54,087 27,043 27,044 0 27,043 54,087

肉用牛 1,880頭 1,935頭 19,832 8,305 4,153 4,152 1 4,152 8,304

一般馬 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

種　豚 60頭 65頭 99 31 12 19 0 12 31

計 6,290頭 6,755頭 104,269 62,423 31,208 31,215 1 31,207 62,422

31,170頭 32,269頭 7,510,146 118,208 58,838 59,370 72 58,766 118,136

3,470a 3,466a 247,750 4,539 2,269 2,270 4,004 △ 1,735 535

880a 877a 74,440 1,863 931 932 526 405 1,337

4,350a 4,343a 322,190 6,402 3,200 3,202 4,530 △ 1,330 1,872

14,540a 14,537a 14,310 1,684 926 758 688 238 996

800a 798a 6,830 141 77 64 64 13 77

1,490a 1,484a 27,320 1,609 885 724 765 120 844

16,830a 16,819a 48,460 3,434 1,888 1,546 1,517 371 1,917

6.00箱 7.88箱 460 2 1 1 2 △ 1 0

1.50箱 1.50箱 90 4 2 2 2 0 2

4.50箱 6.00箱 230 6 3 3 5 △ 2 1

12.00箱 15.38箱 780 12 6 6 9 △ 3 3

49,240 3,446 1,894 1,552 1,526 368 1,920
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項　　目 手　　持

総　　額 国庫負担金 農家負担金 共済掛金

共済目的 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

ガ Ⅰ　類 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ラ Ⅱ　類 176 棟 195 棟 1,663,053 3,179 1,121 2,058 755 366 2,424

ス 計 176 棟 195 棟 1,663,053 3,179 1,121 2,058 755 366 2,424

園
Ⅰ　類 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

芸
プ Ⅱ　類 6,410 棟 6,754 棟 2,738,611 45,728 20,553 25,175 16,480 4,073 29,248

施
ラ Ⅲ　類 115 棟 113 棟 398,448 8,563 3,919 4,644 3,744 175 4,819

設
ス Ⅳ類甲 708 棟 722 棟 5,561,415 33,963 15,103 18,860 14,167 936 19,796

共
チ Ⅳ類乙 328 棟 336 棟 2,818,075 23,624 10,537 13,087 8,571 1,966 15,053

済
ッ Ⅴ　類 98 棟 96 棟 519,281 1,995 810 1,185 546 264 1,449

ク Ⅵ　類 200 棟 194 棟 46,440 1,085 517 568 550 △ 33 535

Ⅶ　類 395 棟 400 棟 91,932 1,250 551 699 265 286 985

計 8,254 棟 8,615 棟 12,174,202 116,208 51,990 64,218 44,323 7,667 71,885

8,430 棟 8,810 棟 13,837,255 119,387 53,111 66,276 45,078 8,033 74,309

30,669,221 272,875 129,745 143,130 62,374 67,371 210,501

　 イ　任意共済事業の規模

項　　目 手　　持

総　　額 国庫負担金 事務費賦課金 共済掛金

共済目的 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10,540棟 10,431棟 80,951,500 238,231 143,444 94,787 94,752 33,405 82,097

90,130棟 89,781棟 1,087,614,100 851,575 468,430 383,145 255,367 103,363 316,426

100,670棟 100,212棟 1,168,565,600 1,089,806 611,874 477,932 350,119 136,768 398,523

13,080台 12,962台 29,690,500 171,876 123,913 47,963 ― ― 123,913

4台 6台 5,500 573 551 22 ― ― 551

13,084台 12,968台 29,696,000 172,449 124,464 47,985 0 0 124,464

8口 7口 8,000 30 20 10 22 ― ―

1,198,269,600 1,262,285 736,358 525,927 350,141 136,768 522,987

建物共済　保険割合：30％、ただし地震等50％

1,228,938,821 1,535,160 733,488

引    受

備　考

共　済　掛　金

保 険 料
交付(納入)

保険料

共済金額 保 険 料 保険手数料

任意共済合計

合　　　　計
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農
機
具

損　害

更　新

計

保管中農産物補償共済

建
物

総　合

火　災

計

園芸施設共済合計

制度共済合計

本年度予定 前年度実績
備　考

本年度予定 前年度実績
共済金額

共　済　掛　金



（３）引受計画と実施方策 

農業保険法の目的を達成するため、農業に関する国や県の諸施策に関する情報や農

業者の作付動向などを把握しつつ、各共済事業及び農業経営収入保険事業を計画的に

推進する。 

推進に当たっては、オンライン申請の普及に努め、加入手続の利便性の向上と業務

効率化を図る。 

農作物共済の引受方式の推進については、品質低下も補填できる災害収入方式（品

質方式）を推奨し、次いで充実した補償となる全相殺方式を推進する。 

果樹共済、畑作物共済については、農業者へ充実した補償を提供でき効率的に運営

できる全相殺方式への加入を推進する。 

さらに次の重点項目を各事業で定め推進する。 

 

ア 農作物共済 

（ア）引受計画 

ａ 水稲  

計画面積：1,112,300ａ （収入保険と合わせて 1,980,000ａ） 

ｂ 麦  

  計画面積：  249,820ａ （収入保険と合わせて  563,000ａ） 

（イ）実施方策 

ａ 関係機関・団体との連携 

県、市町村、地域農業再生協議会及び農協などに対し、農業者と接する機会を

通じ、農作物共済（青色申告者にあっては収入保険）制度の周知や加入について

協力を要請する。 

また、農業者から提出された経営所得安定対策等の交付金に係る営農計画書（以

下「営農計画書」という。）の情報を基に適正な引受けに努める。 

ｂ 顧客リスト整備・活用 

関係機関・団体・共済支部長等の協力を得て顧客リストを整備する。 

このリストを活用し、計画的に加入推進を行う。 

また、青色申告者には収入保険の加入を推進するとともに、白色申告者には青

色申告への移行を促進する。 

ｃ 組合員との接点強化 

組合所有の温湯消毒機を活用した水稲種子消毒を支援し、組合員との接点強化

に努める。 

 

イ 家畜共済 

（ア）引受計画 

ａ 死亡廃用共済 

 計画頭数：24,880頭 

ｂ 疾病傷害共済 

 計画頭数： 6,290頭 

（イ）実施方策 

ａ 関係機関・団体との連携 

関係機関や畜産関係団体等との連携により、家畜飼養情報を正確に把握する。 

ｂ 顧客リストの整備・活用 

関係機関・団体・共済支部長等の協力を得て顧客リストを整備する。 

このリストを活用し、計画的に加入推進を行う。 

また、青色申告者には収入保険の加入を推進するとともに、白色申告者には青

色申告への移行を促進する。 

 



ｃ 制度の周知 

組合員に家畜共済のしおりやパンフレットを提示し、制度を周知する。 

ｄ きめ細やかな提案 

乳用牛、肉用牛、肉豚及び種豚など飼養する畜種や農家のニーズに即したきめ

細やかな提案に努める。 

損害評価会家畜部会の承認を得た評価基準価額を設定し、農家ごとに過去の事

故実績を踏まえた共済金額を提案する。 

ｅ 家畜診療体制の整備・強化 

獣医師職員の技術向上と効率的な診療体制の確保に努める。 

また、受精卵の採卵凍結事業を行い、農家の収益向上に寄与し、家畜共済加入

を推進する。 

 

ウ 果樹共済 

（ア）引受計画 

ａ なし 

計画面積：3,470a （収入保険と合わせて   8,070ａ） 

ｂ ぶどう 

計画面積： 880a （収入保険と合わせて   3,390ａ） 

（イ）実施方策 

ａ 関係機関・団体との連携 

県、市町村、出荷組合及び農協などに対し、農業者と接する機会を通じ、果樹共

済（青色申告者にあっては、収入保険）制度の周知や加入について協力を要請す

る。 

ｂ 顧客リスト整備・活用 

関係機関・団体・共済支部長等の協力を得て顧客リストを整備する。 

このリストを活用し、計画的に加入推進を行う。 

また、青色申告者には収入保険の加入を推進するとともに、白色申告者には青

色申告への移行を促進する。 

ｃ 標準収穫量の適正な設定 

現地調査により園地台帳を整備するとともに、関係規定に基づき過去の損害評

価データを精査するなど、適正な標準収穫量を設定する。 

 

エ 畑作物共済 

（ア）引受計画 

ａ 大豆 

計画面積：14,540ａ （収入保険と合わせて  46,700ａ） 

ｂ 茶 

計画面積：  800ａ （収入保険と合わせて   8,520ａ） 

ｃ スイートコーン 

計画面積： 1,490ａ （収入保険と合わせて  20,790ａ） 

ｄ 蚕繭 

計画箱数：  12箱 （収入保険と合わせて     15箱） 

（イ）実施方策 

ａ 関係機関・団体との連携 

県、市町村、地域農業再生協議会及び農協などに対し、農業者と接する機会を

通じ、畑作物共済（青色申告者にあっては、収入保険）制度の周知や加入について

協力を要請する。 

 併せて、営農計画書の情報を基に、加入を推進する。 

 



ｂ 顧客リスト整備・活用 

関係機関・団体・共済支部長等の協力を得て顧客リストを整備する。 

このリストを活用し、計画的に加入推進を行う。 

また、青色申告者には収入保険の加入を推進するとともに、白色申告者には青

色申告への移行を促進する。 

ｃ 基準収穫量・基準収繭量の適正な設定 

関係規定に基づき耕地条件、栽培方法及び過去の被害実績、出荷実績を精査す

るなど、適正な基準収穫量や収繭量を設定する。 

 

オ 園芸施設共済 

（ア）引受計画 

計画棟数：8,430棟 

（戸数 2,973戸 加入率※80.0％） 

※国が示す全国一律の目標値 

（イ）実施方策 

ａ 「災害に強い施設園芸づくり月間」の取組 

「災害に強い施設園芸づくり月間」に、チラシなどの広報媒体を用いて加入者

への注意喚起に努める。（年２回） 

また、関係機関・団体、園芸資材販売店との連携により得られた新規就農者な

どに関する情報を基に加入を推進する。 

ｂ 顧客リストの整備・活用 

関係機関・団体・共済支部長等の協力を得て顧客リストを整備する。 

このリストを活用し、計画的に加入推進を行う。 

また、青色申告者には収入保険の加入を推進するとともに、白色申告者には青

色申告への移行を促進する。 

ｃ 集団加入に係る協定締結の推進 

生産組織に対し、農業者が負担する共済掛金や賦課金を低減できる集団加入の

協定の締結を働きかける。 

ｄ 適切な引受評価 

制度改正等に伴う補償の内容や金額の変更などについて、適切な評価と説明を

行う。また、複数体制による適切な評価に努める。 

ｅ 年間推進計画の策定 

顧客リストを基に地域別、作物別の推進計画を策定し、対象とする農業者の加

入を推進する。 

併せて、計画の適切な進捗管理を行う。 

 

カ 任意共済 

（ア）引受計画 

ａ 建物共済 

  計画棟数：100,670棟 

ｂ 農機具共済 

 計画台数： 13,084台 

ｃ 保管中農産物補償共済 

 計画口数： ８口 

（イ）実施方策 

ａ 建物共済 

（ａ）総合共済※1や特約※2の提案 

（ｂ）契約内容の丁寧な説明と確認 

※1 総合共済：風水害や雪害、地震等の自然災害も対象 

     ※2 特約：自動継続特約、臨時費用担保特約や小損害実損填補特約など 



ｂ 農機具共済 

 （ａ）販売店との連携による制度周知 

（ｂ）関係機関・団体との連携による盗難被害の未然防止 

（ｃ）農機具展示会における制度のPR 

ｃ 保管中農産物補償共済 

（ａ）水稲共済加入者のうち洪水や浸水の発生想定地域を中心に加入を推進する。 

（ｂ）組合ホームページや広報紙、チラシなどの広報媒体を利用し制度を周知する。 

 

キ 農業経営収入保険事業 

（ア）引受計画 

   計画経営体数：2,171経営体 

（イ）実施方策 

  ａ 埼玉県収入保険推進協議会との連携 

収入保険事業を農業共済対象品目以外の野菜などを生産する農業者にも普及す

るため、※埼玉県収入保険推進協議会と一体的に制度説明会の開催や広報活動を行

う。 

併せて、白色申告者には青色申告への移行を促進する。 

※埼玉県収入保険推進協議会構成員 

埼玉県農林部農業支援課・生産振興課 

埼玉県農業会議、彩の国埼玉・農業法人協会、埼玉県農業協同組合中央会 

全国農業協同組合連合会埼玉県本部、埼玉県青果物価格安定資金協会 

埼玉県農業共済組合 

オブザーバー：関東農政局埼玉県拠点 

  ｂ 年間推進計画の策定 

未加入の担い手、大規模経営、新規就農者を中心に重点化を進め、年間推進計

画を基に積極的に推進する。 

ｃ 青色申告者の拡大 

白色申告者を対象に戸別訪問、説明会を開催し、青色申告への移行を支援する。 

 

（４）適正な損害評価を行うための方策 

ア 農作物共済 

（ア）被害の早期申告に係る手続の周知 

加入者に対し、収穫前の被害申告の徹底や登熟不良等の被害が懸念される場合に

は、注意喚起を行い、被害申告を促すなどの諸手続の方法を周知する。 

（イ）損害評価の適切な実施 

関係機関・団体と連携し、作柄状況や刈取り適期の把握に努めるとともに、損害

評価員等の評価技術の向上や損害高の公平性を保つため、※分割評価に関する理解

を深める。また、公正な評価眼の統一のため、予め標準地の設定を行い適正評価に

努める。 

※分割評価：共済事故以外の原因による減収量と共済事故による減収量を分ける 

損害評価。 

（ウ）巡回調査の実施 

関係機関・団体の協力を得て作柄巡回調査を実施し、生育や被害状況の早期把握

と共有化に努める。 

（エ）登熟不良等被害の把握 

異常気象による登熟不良などの被害に対しては、関係機関・団体と連携し、情報

の収集や実態把握に努める。 

登熟不良等被害収穫前判定システムにより被害が懸念される場合は、関係機関の

意見も踏まえ、農業者へ早期に周知する。 



イ 家畜共済 

（ア）現地確認 

関係法令及び廃用認定基準等の規定に基づき、現地確認を励行し、適正評価に努

める。 

（イ）病傷事故の適正審査 

国の示す基準に従った共済金の支払いを行うべく、適正な審査を行う。 

病傷事故実態調査を実施し、病傷事故共済金の適正な給付を図る。 

（ウ）迅速な事故処理 

共済金の円滑な支払いに資するため、獣医師職員及び担当職員の事務処理能力の

向上に努める。 

 

ウ 果樹共済 

（ア）被害の早期申告に係る手続の周知 

加入者に対し、収穫前の被害申告の徹底など諸手続の方法を周知する。 

また、「なしのミツ症状」が気象上の要因により、広範囲で発生が見込まれる場合

は、関係機関の意見も踏まえ、組合員への注意喚起を行い被害申告を促す。 

（イ）損害評価の適切な実施 

関係機関・団体と連携し、作柄状況や収穫適期の把握に努めるとともに、損害評

価員等の評価技術の向上や損害高の公平性を保つため、※分割評価に関する理解を

深める。また、公正な評価眼の統一のため、予め標準地の設定を行い適正評価に努

める。 

（ウ）巡回調査の実施 

関係機関・団体の協力を得て作柄巡回調査を実施し、生育や被害に関する状況把

握と共有化に努める。 

 

エ 畑作物共済 

（ア）被害の早期申告に係る手続の周知 

加入者に対し、収穫前の被害申告の徹底など諸手続の方法を周知する。 

（イ）損害評価の適切な実施 

関係機関・団体と連携し、作柄状況や収穫適期等の把握に努めるとともに、損害

評価員等の評価技術の向上や損害高の公平性を保つため、※分割評価に関する理解

を深める。また、公正な評価眼の統一のため、予め標準地の設定を行い適正評価に

努める。 

（ウ）巡回調査の実施 

関係機関・団体の協力を得て作柄巡回調査を実施し、生育や被害に関する状況把

握と共有化に努める。 

 

オ 園芸施設共済 

（ア）被害の早期申告に係る手続の周知 

加入者に対し諸手続の方法を周知する。 

（イ）損害評価の適切な実施 

担当職員の評価技術を向上させるため事業別研修等を開催する。 

（ウ）被害状況の把握 

災害発生時には、巡回調査や組合員への聞き取りなどにより、被害状況を早期に

把握するとともに申告漏れの防止に努める。 

 

カ 任意共済（建物共済・農機具共済・保管中農産物補償共済） 

（ア）事故発生通知に係る手続の周知 

加入者に対し、速やかに事故発生の通知をすることなどを周知する。 



（イ）迅速な事務処理 

既定の期日内に共済金の支払いを行えるよう加入者からの通知を基に、迅速な評

価事務を行う。 

（ウ）損害評価研修の実施 

職員に対し、大規模自然災害にも的確に対応できるよう、評価技術を向上させる

ための研修を実施する。 

 

（５）損害防止に向けた取組 

ア 農作物共済 

（ア）経費の助成 

病虫や鳥獣による被害の軽減を支援するため、防除薬剤などの購入に要する費用

の一部を助成する。 

（イ）情報の収集及び発信 

関係機関から提供される病害虫発生予察に関する情報を、農業者訪問時に提供す

る。 

（ウ）防除機具の貸出し 

農業者が行う病害虫防除を支援するため、高圧動力噴霧機などの貸出しを行う。 

（エ）水稲種子温湯消毒の実施 

組合員の負担軽減を図るため、関係機関・団体の協力を得て、組合所有の温湯消

毒機を活用した水稲種子消毒を支援する。 

 

イ 家畜共済 

事故の未然防止、低減を目的に、殺虫剤や消炎剤などの薬剤や資材の配布を行う。

薬剤配布に当たっては、獣医師職員が畜産農家を訪問し、適正使用の指導を行う。 

特定損害防止事業を実施し、事故低減の支援を行う。 

 

ウ 果樹共済 

（ア）経費の助成 

病虫や鳥獣による被害の軽減を支援するため、防除薬剤などの購入に要する費用

の一部を助成する。 

（イ）情報の収集及び発信 

関係機関から提供される病害虫発生予察に関する情報を、農業者訪問時に提供す

る。 

（ウ）防除機具の貸出し 

農業者が行う病害虫防除を支援するため、ウッドチッパーなどの貸出しを行う。 

 

エ 畑作物共済 

（ア）経費の助成 

病虫や鳥獣による被害の軽減を支援するため、防除薬剤などの購入に要する費用

の一部を助成する。 

（イ）情報の収集及び発信 

関係機関から提供される病害虫発生予察に関する情報を、農業者訪問時に提供す

る。 

（ウ）防除機具の貸出し 

農業者が行う病害虫防除を支援するため、高圧動力噴霧機などの貸出しを行う。 

 

オ 園芸施設共済 

（ア）「災害に強い施設園芸づくり月間」の実施 

６月と11月を「災害に強い施設園芸づくり月間」とし、関係機関・団体の協力を得



ながら組合員に注意喚起を行うなど、被害の未然防止に努める。 

（イ）情報の収集及び発信 

関係機関から提供される病害虫発生予察に関する情報を、農業者への訪問時に提

供する。 

 

（６）執行体制等の整備 

ア 会議の開催 

以下の会議は適宜オンラインを活用し効率性を図る。 

（ア）理事会 

定款及び関係規則の規定に基づき、業務執行、会計の状況及び執行上の重要な課 

題について審議し、運営に当たる。 

（イ）監事会 

定款及び関係規則の規定に基づき監査方針や監査計画などを決定する。 

（ウ）定例会議 

適正かつ円滑な業務を執行するため、組合長及び幹部職員で構成する定例会議を 

毎月開催する。この会議には、必要に応じ副組合長及び代表監事が同席する。 

（エ）余裕金運用管理委員会 

余裕金の適切な運用に資するため、余裕金運用管理委員会を４回開催する。 

（オ）コンプライアンス改善委員会 

     コンプライアンスに係る態勢の整備及び体制の構築等を図るため、顧問弁護士、 

県主務課職員、正副組合長及び代表監事で構成するコンプライアンス改善委員会を 

定期的に開催する。 

 

イ 組織・人事管理 

（ア）組織体制の整備 

毎月開催する定例会議を通じ、本所及び支所間の緊密な連携を図りながら情報の

共有と執行体制の整備に努める。 

（イ）業務の改善 

業務の複雑化、高度化に対応するため、職員の意識改革や情報通信技術の活用を

通じ、業務を効率的に執行するための改善に取り組む。 

（ウ）適正人員の確保及び配置 

限られた職員数で効率的に業務を執行するため、再雇用制度の活用や新規職員の

採用、定期人事異動を計画的に実施する。 

（エ）組織再編 

運営コストの軽減と適正な業務執行に資するため、支所の再編を実施する。また、

さらなる支所等の再編計画について、組織体制審議委員会及び職員による再編検討

委員会を中心に、具体的な検討を進める。 

 

ウ 基礎組織の設置及び職務 

（ア）共済支部長 

地域ごとに共済支部長を委嘱し、共済加入の取りまとめ、損害通知の受理、集落

内組合員への制度普及等を依頼する。 

（イ）損害評価員 

地域ごとに損害評価員を委嘱し、災害が発生した場合の現地調査、善後処置の組

合員指導等を依頼する。 

（ウ）功績者に対して表彰を行う。 

 

エ 広報活動の展開 

（ア）広報紙「NOSAI さいたま」を４回発行する。 



（イ）NOSAI 埼玉ホームページを活用し、組合に関する情報の迅速かつ正確な提供に努

める。 

（ウ）SNS を活用した適時適切な情報提供により、若年層に対する農業保険制度の認知

度向上に取り組む。 

 

オ 情報システムの運用・管理 

（ア）システムの円滑な運用 

農業共済ネットワーク化情報システムの円滑な運用に努める。 

（イ）情報セキュリティの確保 

情報セキュリティに関する職員研修を開催するとともに、個人情報の保護に関す

る規則を始めとする関係規定に基づき、組合が保有する情報資産の適切な管理に努

める。 

（ウ）業務の効率化 

業務の円滑かつ効率的な執行に資するため、グループウェアやリモート会議シス

テムの活用、業務管理システムの適切な運用に努める。 

 

カ コンプライアンス組織体制の構築 

組合が定める「コンプライアンス基本方針」に基づき、コンプライアンス・プログラ

ムを策定するとともに統括部署や責任者を設置するなど、体制を構築する。 

また、実効性を確保するための内部監査を実施し、その結果及び改善状況を監事に

よる監査で確認する。 

 

キ リスク管理 

組合が定める「リスク管理基本方針」に基づき、定期的に管理状況を把握、分析し、

その結果を理事会に報告することにより業務執行に係るリスク回避に努める。 

 

ク 事業及び予算の執行管理 

業務の適正かつ効率的な運営を推進するため、事業計画に基づき、予算の適切な執

行に努める。 

 

ケ 監事による監査 

定款及び関係規則の規定に基づき、組合の財産の状況や業務執行の状況を監査する。 

 

コ 役職員の研修 

（ア）農業共済制度の円滑かつ適正な実施に資するため、事業別、目的別あるいは階層

別に組合主催研修を実施し、役職員の知識及び事務処理能力向上とコンプライアン

ス意識の高揚を図る。 

（イ）農業経営収入保険事業の円滑な推進に資するため、必要な研修会の開催や農業簿

記検定の資格取得を通して職員の収入保険に関する知識や推進技術の向上に努める。 

（ウ）農林水産省や全国農業共済協会、全国農業共済組合連合会などが主催する研修会

へ積極的に参加することにより、農業保険制度の理解を深めるとともに、組合の適

正運営に関する役職員の資質向上とコンプライアンス態勢の整備に努める。 

 

 



別表               令和８年度研修事業計画 

１ 組合主催研修 

（１）役員研修 

研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

１ 理 事 研 修 会 

理事の職務並びに義務及び責任などに

関する理解を深め、組合の適正かつ合理

的運営に資する。 

理 事 ２１人 

２ 監 事 研 修 会 

監事の職務並びに義務及び責任などに

関する理解を深め、組合の適正かつ合理

的運営に資する。 

監 事 ３人 

（２）職員研修 

研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

３ コンプライアンス研修 

コンプライアンス規程第４条第３項に

基づき、役職員のコンプライアンスに関

する意識の向上を図る。 

全 職 員 １５０人 

４ 
収 入 保 険 研 修 会 

兼 税 務 研 修 会 

農業簿記及び青色申告、確定申告を始

め、必要な知識を習得する。 
全 職 員 １５０人 

○新  

５ 

A I 活 用 及 び 

情報セキュリティ研修会 

新たに導入される生成AIの活用方法と

注意事項について学ぶことにより、セキ

ュリティ意識の継続的な向上とともに、

職員一人ひとりの情報化に係る資質向

上と事務の効率化を図る。 

全 職 員 １５０人 

○新  

６ 

ハ ラ ス メ ン ト 

防 止 研 修 会 

各種ハラスメントに関する知識や関係

規則について学び、健全な職場環境の醸

成に資する。 
全 職 員 １５０人 

ハラスメントに係る相談窓口の円滑な

運用に資するため、ハラスメントに関す

る知識や相談員の役割について学ぶ。 
窓口担当者 １２人 

７ 
階 層 別 研 修 会 

（ 管 理 職 ） 
組織における職域ごとの役割を知り、事

業推進や良好な職場づくりのためのス

キルを習得することにより、組合の健全

かつ円滑な事業運営を図る。 

職 員 

（管理職） 
４０人 

８ 
階 層 別 研 修 会 

（ 中 間 職 ） 

職 員 

（主幹・主査） 
４５人 

９ 
階 層 別 研 修 会 

（ 一 般 職 ） 

職 員 

（主任・主事） 
５０人 

10 女 性 職 員 研 修 会 

女性職員間のコミュニケーションや意

見交換を通して、健全かつ円滑な事業運

営を図る。 

職 員 

（女性職員） 
３０人 

11 若手フォローアップ研修 

若手職員間のコミュニケーションや意

見交換を通して、健全かつ円滑な事業運

営を図る。 

職 員 

（入組３年

目 ま で ） 

１５人 



研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

12 農 業 技 術 研 修 

農業の一般的な知識や最新の栽培技術・

防除技術の知識を習得し、日々の事務処

理や加入推進に活かすことで各事業の

活性化を図る。 

・農業技術研修（県政出前講座） 

・田んぼアート 

全 職 員 
延べ 

１００人 

13 
新 規 採 用 職 員 

研 修 会 

社会人としての基本的なマナーや姿勢

を学び自立に向けた導入を行うととも

に農業共済職員としての基本的な事項

及び共済事業の基礎知識を習得する。 

新 規 採 用 

職 員 
８人 

14 広 報 技 術 研 修 会 

NOSAI協会広報担当者を講師に迎え、農

業共済新聞「関東版」、組合広報紙の紙

面向上を目的として、組合広報担当者の

技術レベルアップを図る。 

広 報 担 当 

職 員 
２０人 

○新
15 

農薬指導マスター・農薬 

アドバイザー更新講習 

農薬の適正使用・保管等に関する職員の

知識向上を図ることにより、農家サービ

スの充実に資する。 

職 員 
延べ 

２０人 

16 農 業 簿 記 検 定 取 得 
収入保険の加入推進に役立てられる農

業簿記に関する知識を習得する。 
職 員 １０人 

17 事 業 別 研 修 会 

各事業を運営するために必要な関係法

規や制度内容について学ぶとともに、共

通申請サービスの推進などに関する知

識を習得する。 

（総務・企画情報・収入保険・収穫共済・

資産共済） 

事業担当者 
延べ 

１５０人 

○新  

18 

事 業 別 評 価 技 術 

研 修 会 

各事業における引受や損害評価に必要

な現場実務などに関する知識を習得す

る。（収穫共済・資産共済） 

事業担当者 
延べ 

１００人 

 

２ ○新  外部派遣研修（リモート含む） 

（１）専門企業主催研修 

研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

19 
O A （ E x c e l ） 

研 修 

エクセルのマクロやVBA等の操作に関

する知識を学び、当組合の業務効率化

に資する。 

職 員 １人 

20 管 理 職 研 修 

管理職に求められる役割や行動を振

り返り、自身の課題発見を行うとと

もに、改めて組織・業務・人のマネ

ジメントを学び組合業務の向上に資

する。 

管 理 職 員 １人 

21 
プ ロ ジ ェ ク ト 

マ ネ ジ メ ン ト 研 修 

プロジェクトの企画・運営に関する必

要な手順を理解し、高いパフォーマン

スを生むチーム構築により、組合の業

務改善等に資する。 

中 堅 職 員 １人 



研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

22 若 手 社 員 研 修 

若手職員の更なる成長に向けて仕事に

取り組むために必要なマインドとスキ

ルを学び、業務の中核を担う職員の成

長に資する。 

若 手 職 員 １人 

23 
カスタマーハラスメント 

防 止 研 修 

ｶｽﾀﾏｰﾊﾗｽﾒﾝﾄの基礎知識や現場での対応

スキル、組織としての防衛策について

学ぶことにより、職員の現場対応力の

向上と健全な職場運営に資する。 

管 理 職 員 １人 

（２）NOSAI 協会主催研修 

研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

○新  

24 

N O S A I 理 事 

研 修 会 

組織の最高責任者としての責務を自覚

するとともに、組織内でのコンプライア

ンスの徹底、不祥事の未然防止、適正な

団体運営に必要な管理能力の涵養を図

る。 

組 合 理 事 １人 

○新  

25 

女 性 役 員 交 流 

研 修 会 

役員としての責務を自覚するとともに、

組織内でのコンプライアンスの徹底、不

祥事の未然防止、適正な団体運営に必要

な管理能力の涵養を図る。 

女 性 役 員 １人 

26 
幹 部 職 員 

研 修 会 

上級管理職としての自らの役割を理解

し、事業戦略、組織運営の基礎を学び、

組合等の視点からの戦略立案や組織設

計、組織変革の実践方法を習得する。ま

た不祥事の未然防止のために、コンプラ

イアンスの徹底を図る。 

部長・統括支

所長・次長 
１人 

27 
管 理 職 

研 修 会 

管理職としての役割、組織運営に必要な

知識とマインド、組織マネジメントにお

いて必要なスキル、リーダーシップ、人

材マネジメントのエッセンスを学ぶ。 

課長・支所長 ３人 

28 
管 理 職 養 成 

研 修 会 

次期幹部候補として、職場リーダーの役

割を理解し、マネジメントの基礎、普及

推進に関する部下指導等を学ぶ。 

副課長・副支

所長・主幹 
２人 

29 
中 間 指 導 職 

養 成 研 修 会 

中間指導職養成を目的とし、農業情勢や

NOSAI制度、保険理論等の基礎知識を習

得する。 

主事（共済歴 

３年～５年

程度） 

１人 

30 

普 及 推 進 研 修 会 

（基礎） 

普及推進、クレーム対応の基礎知識や基

礎技法を学ぶ。 

主任・主事 

（ 共 済 歴 

５年～ 10 年

程度） 

１人 

31 

（実践） 

普及推進、クレーム対応等について応用

知識や応用技法を習得するとともに、プ

レゼンテーションを学ぶ。 

主査・主任

（共済歴 10

年～ 15 年程

度） 

２人 



研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

32 
建 物 共 済 専 門 

講 習 会 

建物共済の制度の仕組みと実務に関す

る理論的知識等を習得する。 

建 物 共 済 

担 当 職 員 
１人 

33 
建 物 共 済 損 害 評 

価 技 術 研 修 会 

建物共済に係る組合等損害評価者（評価

員）の損害評価技術指導者の養成に資す

るため、建物の施工・材料並びに建物部

分別評価・工職別積算評価・自然災害の

損害評価等の技術等に係る知識を習得

する。 

建 物 共 済 

担 当 職 員 
１人 

34 

農 機 具 共 済 

専 門 講 習 会 

（ 制 度 講 習 ） 

管内の農機具共済担当者に対する研修

会等の指導者養成に資するため、農機具

共済の仕組みと実務に関する知識を習

得する。 

農機具共済 

担 当 職 員 
１人 

35 

システム運用管理者養成 

研 修 会 

（Web技術・基礎コース） 

将来のWeb型の農業保険システムにつ

いて、同システムで予定しているシステ

ム環境やデータベース等の管理に関す

る基本知識を学び、同システムの円滑か

つ効率的な運用管理に資する。 

システム運

用担当職員 
１人 

○新  

36 

（Web技術・実践コース） 

標準システムの更改（農業保険システム

の構築）に伴う、各県保有オプションシ

ステム及びEUCシステム対応の「標準シ

ステムWeb化に伴う円滑な移行」及びそ

の「効率的な運用保守」を行うために必

要な知識・技術の習得を目指す。 

システム運

用指導職員 
１人 

37 
家 畜 診 療 等 技 術 

地区別発表会及び研修会 

家畜診療技術の向上と損害防止の推進

を図り、家畜共済事業の健全な発展に資

する。 

獣 医 師 ２人 

38 
家 畜 診 療 等 技 術 

全 国 研 究 集 会 

産業家畜に関する各種疾病の予防、診

断、治療等の技術について、全国的な規

模での発表討論を行い、それら諸技術の

速やかな普及、向上を図る。 

獣 医 師 ２人 

39 広 報 技 術 研 修 会 

組合等広報紙の編集･製作に必要な技術

を研修し、広報紙の内容充実、発行促進

に資する。 

広 報 担 当 

職 員 
２人 

○新
40 

農 業 共 済 新 聞 

全 国 研 修 集 会 

農業保険制度の確実な普及に向け、広

報・広聴活動の強化が一層求められてい

る中、農業共済新聞の更なる普及推進活

動に資する。 

広 報 担 当 

職 員 
４人 

（３）NOSAI 全国連主催研修 

研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

41 
初 任 管 理 職 研 修 会 

（ リ モ ー ト ） 

収入保険担当課の新任管理職を対象。全

国連と組合の関係や、収入保険制度の経

緯と推進について共有する。 

収 入 保 険 

初任管理職 
５人 



研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

42 
初 任 者 研 修 会 

（ リ モ ー ト ） 

新任収入保険担当職員を対象。通年推進

を見据え、収入保険の商品内容について

の知識を習得する。 

収 入 保 険 

初任担当職

員 

１０人 

43 初任者研修会（派遣） 

収入保険担当歴の浅い職員を対象。推進

繁忙期を控え、制度の基本的な仕組みや

制度改正も含めた実務について共有す

る。 

収 入 保 険 

初任担当職

員 

２人 

44 実務担当者研修会（派遣） 

実績確定等で農業者に訪問する職員を

対象。実績確定手続の留意点や、事務簡

素化などに係る他県の優良事例等を共

有し、収入保険業務に活かす。 

収 入 保 険 

実 務 担 当 

職員（現場 

職員） 

４人 

（４）農林水産省主催研修（リモート研修） 

研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

45 
保 険 外 交 員 

養 成 研 修 会 

農業保険の推進に必要な知識や技術を

習得する。 
組 合 職 員 １５０人 

46 法 令 等 研 修 会 

保険理論等の研修を専門に行うことに

より、NOSAI職員としての知識や、法令

等を遵守する意識をより高める。 

職 員 １５人 

47 経 理 研 修 会 

農業共済団体の経理の実務担当者を対

象に、経理の仕組みや専門的知識を習得

する。 

経 理 担 当 

職 員 
１０人 

48 
農 作 物 共 済 

研 修 会 

当該共済事業の仕組みや専門的知識の

習得を図り、職員の資質を向上させ、農

業保険制度の健全な発展に資する。 

農作物共済 

担 当 職 員 
２０人 

49 
畑 作 物 共 済 

研 修 会 
〃 

畑作物共済 

担 当 職 員 
２０人 

50 
果 樹 共 済 

研 修 会 
〃 

果 樹 共 済 

担 当 職 員 
２０人 

51 
園 芸 施 設 共 済 

研 修 会 
〃 

園芸施設共

済担当職員 
２０人 

52 
家 畜 共 済 

研 修 会 
〃 

家 畜 共 済 

担 当 職 員 
２０人 

（５）その他研修 

研修の名称 目  的 対象者 予定人数 

53 
獣医学術研修会（関東し

ゃ く な げ 会 他 ） 

産業家畜に関する各種疾病の予防、診

断、治療等の技術について学び、家畜診

療技術の向上を図る。 

獣 医 師 ８人 

○新  

54 

関 東 地 区 建 物 共 済 

損 害評価技 術 研 修 会 

多発する自然災害等による被害の特徴、

査定のポイント等を学び、建物共済の損

害評価に係る技術の向上を図る。 

任意共済担

当 職 員 
２人 

 


